
 

令和 6年度事業計画及び予算の概要 

 

Ⅰ 総括 

Ⅱ【長期給付事業関係】 

 １ 厚生年金保険経理 

 ２ 退職等年金経理 

 ３ 経過的長期経理 

 ４ 基礎年金支払経理 
 

Ⅲ【短期給付事業関係】 

 ５ 災害給付経理 

 ６ 短期給付財政調整経理 

 ７ 短期給付特別財政調整経理 

 ８ 育児・介護休業給付経理 
 

Ⅳ【福祉事業関係】 

 ９ 保健給付経理 

 10 宿泊経理 

 11 団体信用生命保険経理 

 12 貸付債権共同保全経理 
 

Ⅴ【連合会事業】 

 13 業務経理 

 

※ 説明の便宜上、各経理は事業ごとに並べており、予算書の順序とは異なる。 

※ 「令和 6年度事業計画及び予算（案）」では千円単位で金額を編成、表示してい

るが、本概要では百万円単位（百万円未満切り捨て）で表示している。 

※ 文中、（R5： ）書き内の数値は、令和 5年度推計額及び増減額である。 

 

全国市町村職員共済組合連合会 
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Ⅰ 総括                                     

（１）連合会を組織する組合の数及び組合員の数（組合員の数については推計） 

   ① 組 合 の 数 60組合（指定都市 10、市町村 47、都市 3） 

   ② 組合員の数 1,699千人（R5：1,689千人、+10千人） 

 

（２）連合会の役員及び職員数 

   ① 役員 理事長 1人、理事 13人、監事 3人 計 17人 

   ② 職員 129人（R5：126人、＋3人） 

 

Ⅱ【長期給付事業関係】                             

１ 厚生年金保険経理 

  厚生年金保険給付等、厚生年金拠出金負担金・厚生年金交付金、基礎年金拠出金負

担金・基礎年金交付金に係る取引をする経理 

 

（１）収入 3兆 3,150億 78百万円（R5：3兆 4,001億 56百万円、△850億 78百万円）   

 

   【ポイント】 

   ・構成組合負担金払込金及び構成組合組合員保険料払込金については、期末手当

等の支給月数の引上げに伴う増加を見込む。 

（R5:1兆 6,856億 86百万円→R6:1兆 6,973億 92百万円、+117億 5百万円） 

・厚生年金交付金（R5:1兆 3,348億 40百万円→R6:1兆 4,111億 81百万円、 

 +763億 40百万円） 

・基礎年金交付金（R5:140億 68百万円→R6:120 億 53百万円、△20 億 14百万円） 

・運用収入については、近年の値動きが大きい金融市場動向等を踏まえ、慎重に 

見込む。（R5:3,648億 96百万円→R6:1,937億 95百万円、△1,711億円） 

 

① 地方公務員等共済組合法（以下「法」という。）第 115 条第 5 項及び第 116

条第 3 項の規定により構成組合から払い込まれる負担金払込金 1 兆 254 億 86

百万円、組合員保険料払込金 6,719億 5百万円を見込むものとする。 

② 厚生年金保険法（以下「厚年法」という。）第 84条の 3の規定により、厚生

年金勘定から交付される厚生年金交付金 1兆 4,111億 81百万円を見込むものと

する。 

③ 国民年金法等の一部を改正する法律（以下「昭和 60年国民年金等改正法」と

いう。）附則第 35条第 2項の規定により、基礎年金勘定から交付される基礎年

金交付金 120億 53百万円を見込むものとする。 

④ 資金の運用による信託の運用益 1,937億 87百万円を見込むものとする。 
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（２）支出 3兆 3,233億 66百万円（R5：3兆 1,749億 78百万円、+1,483億 87百万円） 

  

   【ポイント】 

・令和 6年度の年金額は+2.7％の改定 

・老齢厚生年金等の給付（R5:1兆 4,269億 84百万円→R6:1兆 4,686億 56百万円、 

+416億 71百万円） 

・厚生年金拠出金負担金（R5：1兆 1,366 億 66百万円→R6：1兆 2,242 億 31 百万円、 

 +875億 65百万円） 

・基礎年金拠出金負担金（R5:5,120億 95百万円→R6:6,271億 56百万円、 

 +1150億 60百万円） 

 

 

① 法第 75 条の規定による老齢厚生年金等の給付 1 兆 4,686 億 56 百万円を見込

むものとする。 

   ② 厚年法第 84条の 5第 1項の規定により、厚生年金勘定に納付する厚生年金拠

出金負担金 1兆 2,242億 31百万円を見込むものとする。 

   ③ 国民年金法第 94条の 2第 2項の規定により、基礎年金勘定に納付する基礎年

金拠出金負担金 6,271億 56百万円を見込むものとする。 

④ 施行規則第 11条の 3第 1項の規定による業務経理への繰入 33億 21百万円を 

見込むものとする。 

 

（３）収支 

   収入総額 3兆 3,150億 78百万円 

   支出総額 3兆 3,233億 66百万円 

   収支差額     △82億 88百万円 

 

 収支差額は、5年度末の厚生年金保険給付組合積立金 5兆 4,608億 90百万円から 

取り崩して補塡し、6 年度末厚生年金保険給付組合積立金 5 兆 4,526 億 2 百万円を 

7年度へ繰り越すものとする。 
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２ 退職等年金経理 

  退職等年金給付等に係る取引をする経理 

  

 （１）収入 1,159億 57百万円（R5：1,150億 40百万円、+9億 17百万円） 

 

   【ポイント】 

   ・掛金・負担金率はそれぞれ 7.5‰（令和 5年度から変更なし） 

   ・運用収入については、資産残高の増額によって、運用益等が増額する分を見込

む。（R5：37億 44百万円→R6：49億 97百万円、+12億 53百万円） 

 

①  法第 115条第 5項及び第 116条第 3項の規定により構成組合から払い込まれ

る負担金払込金 554億 79百万円、掛金払込金 554億 79百万円を見込むものと

する。 

②  資金の運用による信託の運用益 45億 85百万円を見込むものとする。 

 

（２）支出 103億 91百万円（R5：92億 61百万円、+11億 30百万円） 

 

   【ポイント】 

    ・地方公務員共済組合連合会への払込金率は掛金・負担金の 5%（令和 5年度から

変更なし） 

      ・令和５年度財政再計算の結果、令和 6年 10月以降の基準利率に 0.08%を加算し

給付額を見込む。 

 

①  法第 76条の規定による退職等年金給付 36億 76百万円を見込むものとする。 

②  施行規則第 11条の 9の規定による地方公務員共済組合連合会への払込金 55

億 47百万円を見込むものとする。 

③  施行規則第 11 条の 3 第 1 項の規定による業務経理への繰入 11 億 67 百万円

を見込むものとする。 

 

（３）収支 

   収入総額  1,159億 57百万円 

   支出総額   103億 91百万円 

   収支差額  1,055億 65百万円 

 

   収支差額は、5 年度末の退職等年金給付組合積立金 8,742 億 43 百万円に加え、 

6年度末退職等年金給付組合積立金 9,798億 8百万円を 7年度へ繰り越すものとす 

る。 
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３ 経過的長期経理 

  当分の間、旧職域年金相当部分に係る給付、平成 27年 9月以前に受給権が発生した

公務障害・公務遺族給付、恩給組合条例給付、旧市町村共済法給付、基礎年金交付金

に係る取引をする経理 
 

（１）収入 1,976億 72百万円（R5：4,216億 28百万円、△2,239億 56百万円） 

 

   【ポイント】 

   ・運用収入については、近年の値動きが大きい金融市場動向等を踏まえ、慎重に 

見込む。（R5：4,137 億 43 百万円→R6:1,904 億 79 百万円、△2,232 億 63 百万円） 

 

①  被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正す

る法律（以下「一元化法」という。）附則第 75 条第 1 号及び第 3 号の規定に

基づき、一元化法による改正前の法第 116条第 4項及び第 113条第 2項第 3号

の例により構成組合から払い込まれる負担金払込金 71 億 5 百万円を見込むも

のとする。 

②  昭和 60年国民年金等改正法附則第 35条第 2項の規定により、基礎年金勘定

から交付される基礎年金交付金 20百万円を見込むものとする。 

③  資金の運用による信託の運用益 1,900億 88百万円を見込むものとする。 
 

（２）支出 2,349億 68百万円（R5：2,239億 12百万円、+110億 56百万円） 

 

   【ポイント】 

・令和 6年度の年金額は+2.7％の改定 

・退職共済年金等の給付（R5:2,236億 40百万円→R6:2,346億 42百万円、 

 +110億 2百万円） 
 

①  一元化法附則第 60条及び第 61条の規定によりなお効力を有するものとされ

た一元化法による改正前の法第 78 条等の規定による退職共済年金等の給付

2,346億 42百万円を見込むものとする。 

②  施行規則附則第 4条第 3項の規定により読み替えて準用された施行規則第 11

条の 3 第 1 項の規定による業務経理への繰入 3 億 26 百万円を見込むものとす

る。 
 

（３）収支 

   収入総額  1,976億 72百万円 

   支出総額  2,349億 68百万円 

   収支差額  △372億 96百万円 

 

      収支差額は、5 年度末の経過的長期給付組合積立金 5 兆 3,755 億 9 百万円から取

り崩して補塡し、6 年度末経過的長期給付組合積立金 5 兆 3,382 億 13 百万円を 

7年度へ繰り越すものとする。 
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４ 基礎年金支払経理 
  基礎年金国庫金の収入の都度、当該費用を基礎年金として支出（基礎年金支払代行）

を行う経理 

 

（１）収入 797億 46百万円（R5：770億 43百万円、+27億 3百万円） 

   国民年金法附則第 9条の 4の規定による基礎年金国庫金 797億 46百万円を見込む

ものとする。 

 

（２）支出 797億 46百万円（R5：770億 43百万円、+27億 3百万円） 

    国民年金法附則第 9条の 4の規定による基礎年金等 797億 46百万円を見込むもの

とする。 

 

（３）収支 

   収入総額  797億 46百万円 

   支出総額  797億 46百万円 

   収支差額      0百万円 
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Ⅲ【短期給付事業関係】                                                        

５ 災害給付経理 

    災害給付の円滑な実施を図るため、本連合会に災害給付積立金を設け、構成組合が

行う災害給付に要する資金をその請求に基づき災害給付積立金から構成組合へ交付

を行う経理 

 

（１）収入 18億 64百万円（R5：17億 84百万円、+80百万円） 

 

   【ポイント】 

    ・標準報酬総額の増加による組合払込金の増加。 

・組合払込金率は 0.2‰（変更なし） 

 

法第 36条第 2項及び地方公務員等共済組合法施行令（以下「令」という。）第 18

条並びに令附則第 3条の規定による組合払込金 18億13百万円を見込むものとする。 

    

（２）支出 6億 96百万円（R5：1億 27百万円、+5億 69百万円） 

 

     【ポイント】 

    ・組合交付金に令和６年能登半島地震分を見込む。 
 

法第 72条及び第 73条の規定により災害給付を行う必要がある構成組合からの請

求に基づき、法第 36 条第 3 項及び令第 19 条の規定により交付する組合交付金 

6億 96百万円を見込むものとする。 

 

（３）収支 

   収入総額   18億 64百万円 

   支出総額   6億 96百万円 

   当期利益金  11億 68百万円 

 

   当期利益金は、5 年度末災害給付積立金 271 億 41 百万円に加え、6 年度末災害給 

付積立金 283億 9百万円を 7年度へ繰り越すものとする。 
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６ 短期給付財政調整経理 

    構成組合の短期給付の掛金に係る不均衡を調整するための調整交付金の交付事業及

び短期給付財政の健全化に資するため高額医療給付費の共同負担事業等を行う経理 
 

（１）収入 97億 16百万円（R5：96億 7百万円、+1億 8百万円） 

 

   【ポイント】 

    ・標準報酬総額の増加による組合拠出金の増加。 

・組合拠出金率は 1.1‰（うち調整交付金分 0.1‰、高額医療交付金分 1.0‰。 

変更なし）   

 

①  法附則第 14 条の 3 第 1 項第 1 号及び第 4 号並びに同条第 2 項並びに令附則

第 30 条の 2 の 5 第 2 項第 1 号の規定による組合拠出金 96 億 88 百万円を見込

むものとする。 

②  全国市町村職員共済組合連合会短期給付財政調整事業に関する規則第 9条に

よる調整交付金の返還金 27百万円を見込むものとする。 
    

（２）支出 100億 31百万円（R5：95億 80百万円、+4億 50百万円） 

 

   【ポイント】 

・調整交付金の交付対象は、法定給付等に係る掛金の率が 1,000分の 52.5を超え 

1,000分の 53.5以下の部分。 

（調整基準率 2.5‰引上げ。交付組合 11組合（予定） 令和 5年度 10組合） 

・高額医療交付金の交付申請額に対する交付割合（3,000 万円以下の部分） 

37.36％（見込）※3,000万円を超える部分については交付率を乗じない。 

 

①  法附則第 14条の 3第 1項第 1号及び令附則第 30条の 2の規定により構成組

合に交付する調整交付金 11億 1百万円を見込むものとする。 

②  法附則第 14条の 3第 1項第 4号及び令附則第 30条の 2の 4の規定による構

成組合に交付する高額医療交付金 88億 30百万円及び共同事業費 1億円を見込

むものとする。 
 

（３）収支 

   収入総額   97億 16百万円 

   支出総額  100億 31百万円 

   当期損失金   3億 14百万円 

 

   当期損失金は、5 年度末利益剰余金 5 億 72 百万円から取り崩して補填し、6 年度

末利益剰余金 2 億 57 百万円（うち、調整交付金準備金 2 億 57 百万円、高額医療交

付金準備金 0百万円）を 7年度に繰り越すものとする。 
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７ 短期給付特別財政調整経理 

構成組合の短期給付の掛金に係る著しい不均衡を調整するための特別調整交付金の

交付事業を行う経理 

 

（１）収入 14億 73百万円（R5：18億 54百万円、△3億 80百万円） 

 

   【ポイント】 

    ・特別調整組合からの返還金が減少。 

・組合拠出金率は 0.1‰（変更なし） 

 

①  法附則第 14条の 3第 1項第 2号及び同条第 2項並びに令附則第 30条の 2の

5第 2項第 2号の規定による組合拠出金 8億 80百万円を見込むものとする。 

②  全国市町村職員共済組合連合会短期給付特別財政調整事業に関する規則 

第 9条による特別調整交付金の返還金 5億 90百万円を見込むものとする。  

    

（２）支出 38億 63百万円（R5：43億 80百万円、△5億 16百万円） 

 

   【ポイント】 

・特別調整交付金の交付対象は、法定給付等に係る掛金の率が 1,000分の 53.5を 

超える部分。 

（特別調整基準率 2.5‰引上げ。交付組合 8組合（予定） 令和 5 年度 8組合） 

  

法附則第 14 条の 3 第 1 項第 2 号及び令附則第 30 条の 2 の 2 の規定による構成組

合に交付する特別調整交付金 38億 63百万円を見込むものとする。 

 

（３）収支 

   収入総額   14億 73百万円 

   支出総額  38億 63百万円 

   当期損失金 23億 89百万円 

 

   当期損失金は、5 年度末利益剰余金 115 億 79 百万円から取り崩して補填し、6 年

度末利益剰余金 91億 90百万円を 7年度へ繰り越すものとする。 
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８ 育児・介護休業給付経理 

構成組合が行う育児休業手当金及び介護休業手当金の事業の円滑な実施を図るため、

育児休業手当金及び介護休業手当金に要する資金を交付する事業を行う経理 

 

（１）収入 521億 41百万円（R5：489億 86百万円、+31億 54百万円） 

 

    【ポイント】 

    ・標準報酬総額の増加による組合拠出金の増加。 

・組合拠出金率は 5.92‰（0.24‰引上げ。） 

・うち公的負担金率は 0.74‰（0.66‰引上げ） 

 

法附則第 14条の 3第 1項第 3号及び同条第 2項並びに令附則第 30条の 2の 5第 2

項第 3号の規定による組合拠出金 521億 41百万円を見込むものとする。 

    

（２）支出 511億 38百万円（R5：455億 73百万円、+55億 65百万円） 

法附則第 14 条の 3 第 1 項第 3 号及び令附則第 30 条の 2 の 3 の規定による構成組

合に交付する育児休業手当金交付金 508 億 2 百万円、介護休業手当金交付金 3 億 36

百万円を見込むものとする。 

 

（３）収支 

   収入総額  521億 41百万円 

   支出総額  511億 38百万円 

   当期利益金  10億  2百万円 

 

   当期利益金は、5 年度末利益剰余金 124 億 71 百万円に加え、6 年度末利益剰余金   

134億 74百万円を 7年度へ繰り越すものとする。 
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Ⅳ【福祉事業関係】                              

９ 保健給付経理 

法第 112条第 1項第 1号及び第 1号の 2に規定する構成組合の保健福祉に関する事

業並びに法第 112条の 2に規定する構成組合の特定健康診査等に関する事業に資する

ため、交付金及び被災組合員に対する災害見舞品費の支給等を行う経理 
 

（１）収入 2億 41百万円（R5：2億 37百万円、+3百万円） 

 

     【ポイント】 

・保健給付等事業に係る組合分担金の率は 0.024‰（変更なし） 

・施設運営に係る組合分担金は組合員１人当たり 17円（変更なし） 

 

   ① 全国市町村職員共済組合連合会保健給付等事業に係る組合分担金に関する規

則第 4 条の規定により、構成組合から払い込まれる組合分担金（標準報酬等合

計額総額×0.024‰）2億 11百万円を見込むものとする。 

② 東京グリーンパレス運営に係る組合分担金（組合員１人当たり 17円）として

構成組合から払い込まれる組合分担金 29百万円を見込むものとする。 
 

（２）支出 2億 5百万円（R5：1億 71百万円、+33百万円） 

 

     【ポイント】 

    ・災害見舞品費に令和６年能登半島地震分を見込む。 
 

① 事務費 1百万円 

     保健事業事務・データヘルス研修会 2回(1日) 

宿泊施設研修会 1回(1日) 

② 調査研究費 80百万円（R5：92百万円、△11百万円） 

   ③ 施設経営推進事業費 8百万円（R5：4百万円、+3百万円） 

④ 災害見舞品費 50百万円（R5:9百万円、+41百万円） 

⑤ 宿泊経理へ繰入 30百万円（R5：29百万円、+1百万円） 
 

（３）収支 

   収入総額  2億 41百万円 

支出総額  2億  5百万円 

   当期利益金   36百万円 

 

    当期利益金は、5 年度末利益剰余金 17 億 44 百万円に加え、6 年度末利益剰余金

17億 80百万円を 7年度へ繰り越すものとする。 
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10 宿泊経理 

  組合員等の宿泊、会議の用に資するための施設（東京グリーンパレス）の運営に関

する経理 

 

（１）収入 11億 51百万円（R5：10億 87百万円、+63百万円） 

 

     【ポイント】 

    ・東京グリーンパレスの売上高の増加に伴う施設収入の増加を見込む。 

 

    ① 東京グリーンパレスの運営により生じる売上金として、施設収入 9億 81百万

円を見込むものとする。 

② 貸事務室等の賃貸料 1億 37百万円を見込むものとする。 

③ 組合分担金等として、保健給付経理より繰入 30 百万円を見込むものとする。 

 

（２）支出 11億 13百万円（R5：10億 31百万円、+82百万円） 

 

     【ポイント】 

   ・原材料の高騰等に伴う東京グリーンパレスの運営に係る費用の増加を見込む。 

   ・令和８年度に予定するリニューアルオープンに向け、リニューアル後の運営委

託先の選定に係る経費を計上。 
 

① 飲食材料費 68百万円（R5：59百万円、+8百万円） 

② 委託費 6億 38百万円（R5：5億 83百万円、+54百万円） 

 ア 経営コンサル業務等費用他 66百万円（R5：53百万円、+13百万円） 

イ ホテル運営に係る費用 5 億 71 百万円（R5：5 億 29 百万円、+42 百万円） 

③  調査研究費  4百万円（R5：2百万円、+2百万円） 

    ア 総務・会館運営委員会開催費 3回（1回 1日） 

    イ 東京グリーンパレス運営委託先選考委員会開催費 2回（1回 1日） 

    ウ 会館運営に係る調査研究費 

④ 減価償却費 86百万円（R5：87百万円、△1百万円） 

⑤ 支払利息 1百万円（R5：1百万円、△0百万円） 

＜貸借対照表科目による取引＞ 

○ 長期借入金の元金返済 1億 5百万円（R5：1億 5百万円、+0百万円） 
 

（３）収支 

   収 入 総 額 11億 51百万円 

   支 出 総 額 11億 13百万円 

   当期利益金      37百万円 

 

当期利益金は、5年度末利益剰余金 28億 98百万円に加え、6年度末利益剰余金 

29億 35百万円を 7年度へ繰り越すものとする。 
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11 団体信用生命保険経理 

構成組合から貸付けを受けている組合員が償還の途中で死亡退職した場合又は高度

障害の状態となった場合に、債務を保険金で返済することにより、遺族の生活の安定

及び組合員の福祉の増進さらには構成組合の貸付債権の保全を行う経理 

 

（１）収入 79百万円（R5：1億 37百万円、△57百万円） 

   ① 保険金（組合員貸付金）10万円に対し月額 15円で払い込まれる団信保険料 

負担金（特約保証料）56百万円を見込むものとする。 

②  生命保険会社から支払われる団信配当金 17百万円を見込むものとする。 

 

（２）支出 1億 78百万円（R5：1億 92百万円、△14百万円） 

   ① 団信保険料 1億 15百万円（R5：1億 39百万円、△24百万円） 

      保険金（組合員貸付金）10万円に対し月額 31円 

（R5:29円 20銭、+1円 80銭） 

②  団信保険料負担金返還金 2百万円（R5：3百万円、△0百万円） 

③  委託費  

     団信業務委託費（団信事務費交付金）5百万円（R5:5百万円､△0百万円） 

   ④ 調査研究費   

    福祉事業委員会開催費 1回（1日） 

 

（３）収支 

   収 入 総 額     79百万円 

   支 出 総 額 1億 78百万円 

   当期損失金   98百万円 

 

    当期損失金は、5 年度末団信保険積立金 36 億 2 百万円から取り崩して補塡し、 

6年度末団信保険積立金 35億 4百万円を 7年度へ繰り越すものとする。 
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12 貸付債権共同保全経理 

構成組合の貸付事業の円滑な運営を図るため、組合員貸付金の債務不履行により構

成組合の貸付経理に損失が出た場合に、その損失額を補塡するため、構成組合から保

険料の財源となる払込金等を収納し、保険会社へ保険料を支出する経理 

 

（１）収入 76百万円（R5：92百万円、△15百万円） 

    

     【ポイント】 

    ・一定の積立金保有が見込まれることから、令和 6年度から令和 8年度までの間、

本事業に係る払込金を要しないこととした。（ただし、令和 6 年度は令和 6 年

3月までの貸付金残高に係る分の払込みが発生） 

  

既に保全交付金の交付を受けた貸付債権について、構成組合が借受人から回収

した組合交付金返還金 65百万円を見込むものとする。 

    

（２）支出 2億 10百万円（R5：1億 14百万円、＋95百万円） 

    

     【ポイント】 

    ・保険料率の算定に用いられる基準料率の見直しがあり、保険料率が前年度から

大幅に上昇したことに伴い、保険料が大幅に増加。 

  

①  組合交付金 1百万円（R5：0百万円、＋1百万円） 

②  保険料 1億 63百万円（R5：78百万円、＋85百万円）  

      一般資金貸付：貸付金残高 100万円に対し月額 156.00円 

                         (R5: 130.17円、＋25.83円） 

          住宅資金貸付：貸付金残高 100万円に対し月額 212.88円 

                        (R5: 50.72円、＋162.16円) 

③  調査研究費 

ア 福祉事業委員会開催費 2回（1回 1日） 

イ 訴訟費用助成金 3百万円（R5：0百万円、＋3百万円） 

 

（３）収支 

   収 入 総 額   76百万円 

   支 出 総 額 2億 10百万円 

   当期損失金 1億 33百万円 

 

    当期損失金は、5年度末保全積立金 31億 62百万円から取り崩して補填し、6年度

末保全積立金 30億 28百万円を 7年度へ繰り越すものとする。 
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Ⅴ【連合会事業】                                

13 業務経理 

  業務経理は、構成組合からの払込金（長期）・分担金（短期）及び厚生年金保険経

理等からの繰入金をもって、本連合会の業務に要する費用及び各種事業に要する費用

の支出等を行う経理 

 

（１）収入 126億 49百万円（R5：108億 88百万円、+17億 61百万円） 

 

【ポイント】 

・地方交付税措置見込額は 5年度比で 1,010 円増（組合員一人当たり 12,240 円） 

・組合分担金（短期）の単価について、令和６年４月１日現在の 

【短期組合員も含めた組合員数(173万人)】を基礎として設定 

一定の節度を持ちつつ構成組合の負担軽減を図るため、連合会の利益剰余金 

を取り崩す（8 億 60 百万円）ことにより、本来の単価（993 円）の半分を軽減 

 

① 構成組合からの組合分担金（短期） 8億 61百万円 

 (R5:8億 1百万円、+60百万円) 

② 構成組合からの事務費負担金払込金 69億 30百万円 

（厚生年金保険及び経過的長期給付） (R5:61億 2百万円、+8億 28百万円)   

③ 繰入金 

ア 厚生年金保険経理から繰入 33億 21百万円 

(R5:27億 27百万円､+5億 94百万円) 

イ 退職等年金経理から繰入 11億 67百万円 

(R5:9億円 42百万円､+2億 24百万円) 

ウ 経過的長期経理から繰入 3億 26百万円 (R5:2億 72百万円、+53百万円) 

 

（２）支出 135億 90百万円（R5：115億 93百万円、+19億 96百万円） 

 

【ポイント】 

・長期給付に係るシステムのうち本連合会独自のシステムである個別対応システ

ムの保守及びリース期間の満了によるシステム更改費用として 

「委託費：個別対応システム更改費用」の増（+3億 29百万円） 

・サイバー攻撃や不正プログラム等の脅威情報の提供を受けている次期第二ＧＳＯＣ

のシステム改修に係る負担額として「委託費：情報セキュリティ対策費用」の増

（+1億円 45百万円） 

・構成組合の情報セキュリティ対策支援事業に関する費用の増（+17百万円） 

・責任投資原則（ＰＲＩ）への署名に関する対応の増（+10百万円） 

・地方交付税措置見込額の増に伴う「構成組合交付金」の増（+10億 78百万円） 
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① 事務費 6億 59百万円（R5：6億 45百万円、+14百万円） 

   ア 年金振込手数料等 6億 20百万円（R5：6億 9百万円、+11百万円） 

   イ 各種会議開催費用 

   ウ 事務用消耗品費、通信運搬費等 

② 委託費 27億 17百万円（R5：20億 76百万円、+6億 41百万円） 

ア 長期給付に係るシステム関係費用 13億 27百万円 

（R5：9億 31百万円、+3億 96百万円） 

  ・個別対応システム更改費用 3億 29百万円（皆増）（②アの内数） 

イ 情報セキュリティ対策費用 1億 87百万円 

（R5:42百万円、+1億 45百万円） 

ウ 個人番号管理システム保守・運営等費用 1億 15百万円 

（R5:87百万円、+28百万円） 

③ 賃借料 6億 27百万円（R5：5億 41百万円、+86百万円） 

    電子情報機器借上料 5億 5百万円（R5：4億 20百万円、+85百万円） 

  ④ 調査研究費 56百万円（R5：42百万円、+14百万円） 

  ⑤ 普及費 68百万円（R5：66百万円、+2百万円） 

⑥ 負担金 

    地方公務員共済組合連合会分担金 14億 26百万円 

（R5:13億 81百万円、+45百万円） 

分担金 R6単価：1,120円（R5単価：1,120円、±0円） 

⑦ 構成組合交付金 63億 83百万円（R5：53億 5百万円、+10億 78百万円） 

厚年･経過的分 R6単価：4,455円（R5単価：4,125円、+330円） 

  ⑧ 職員給与 8億 95百万円（R5：8億 90百万円、+5百万円）  

 

（３）収支 

    収 入 総 額 126億 49百万円 

   支 出 総 額 135億 90百万円 

   当期損失金  9億 40百万円 

 

【ポイント】 

・当期損失金は、収入の組合分担金（短期）単価の算定について、構成組合の負担 

を軽減するため、本来の単価の半分を軽減することにより発生したものであり、 

連合会の業務運営に支障を来たさない範囲、また、将来的に機動的な事業展開を 

行える資金を確保した上で、利益剰余金（積立金）を取り崩すことにより対応。 

 

当期損失金は、5年度末剰余金 60億 21百万円から取り崩して補填し、6年度剰余

金 50 億 80 百万円（別途積立金 39 億 90 百万円、利益剰余金 10 億 90 百万円）を 7

年度へ繰り越すものとする。 

 


